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―『平成の大合併』の現状と課題―」（2011 年 1 月）
は合併市町に対するアンケ トー調査等や県政サポー
タ アーンケ トー 3）にもとづく。新潟県（市町村課）の
「新潟県『市町村合併の中間評価』―現時点で把握
される市町村合併の効果や課題―」（2011 年 5 月）
も類似の手法であるが、県民アンケ トーでは大半の
問いで評価を下すまで至っていない割合が高い。以
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い。2014 年 4 月現在、一般制度の地域自治区は
15 団体（145 自治区）、合併特例の地域自治区は
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　（新）上越市は 2005 年 1 月に旧上越市と 13 の
町村の編入合併により誕生し、人口 20 万人（2015





1,756 人、最大で柿崎区 10,285 人となっている。
合併当初は旧町村だけに合併特例法にもとづく地
域自治区が設置され、そして、2009 年 10 月から
旧市を含め市全体に地方自治法にもとづく地域自
治区（一般制度）が設置されている。地域自治区






















































































































－ 114 － － 115 －


































































か。旧 13 町村では合併前の 2004 年 3 月から合併
後の 06 年 5 月までに、旧町村（地域自治区）全
域を活動エリアとし、まちづくり全般を手掛け
る住民組織が設立されている。2008 年末までは
NPO 法人 2 に対して任意団体が 11 であったが、















































































である。「13 区」は 2005 年 1 月～ 15 年 2 月で自
主的審議事項の数は合計 223 件（2009 年 10 月～
15 年 2 月で「15 区」48 件）、第 1 位浦川原区 30 件、
第 2 位柿崎区 24 件、第 13 位頸城区 7 件、意見書
の数は合計119件（同22件）、第1位浦川原区16件、




1,524 回（同 732 回）で、平均すれば各区で概ね
月 1 回の開催となっており、第 1 位大潟区 138 回、
第 2 位柿崎区 132 回、第 13 位三和区 94 回である。
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向上に向け、14 年度で総額 1.8 億円（13 年度ま






















2014 年度に 530 万円（13 年度 590 万円）であり、
提案件数 9（同 8）に対して採択件数 8（同 8）、
浦川原区は配分額が 550 万円（同 610 万円）で、
順に 7 件（同 6）、7 件（同 6）となっている。頸







































ない。そうしたなか、2015 年 3 月に頸城区のケー




























り、会議の開催は 2009 年 6 月から通算 20 回に達
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　筆者は旧上越市の中心街から車で 35 ～ 40 分
の距離にあり、豪雪地帯である安塚区（2015 年
















岡（2003 年 8 月法人化）の存在が大きかった、
市内の NPO 法人くびき野 NPO サポートセンター
の助言も得たということであった。会員は 2014































































































－ 120 － － 121 －



































































































































































その関わりで職員 1 人減（1 人減× 10 区）とし、
総務・地域振興 G 内に産業建設業務窓口班が設
置された。産業・建設 G 業務集約先の総合事務
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所は木田庁舎を除き産業 G と建設 G の配置とし、
土木技師 1 人が増員（1 人増× 3 区）された。そ
れ以外の総合事務所の産業建設 G 関係窓口業務
に携わる職員数（3 人）は増減なしである。総務・
地域振興 G 長が担任していた教育・文化 G 長の
業務は、市民生活・福祉 G 長が併任し行うこと
になった（頸城区を除く）。
　2014 年 4 月から 13 総合事務所の職員数は 374
人から 364 人（市全体 1,967 人）へと 10 人減と
なった。合併直後の職員数は旧町村時代に比して
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index.shtml（2008 年 1 月 12 日閲覧）。1998 年 12 月































































は 2008 年 4 月に先行して一般制度の地域自治区に移
行しているが、15 区における設置延期は地域住民（町
内会等）が消極的になり、主として手続面で配慮され



























報告）」（2014 年 5 月）、同（座長・山崎仁朗（岐阜大
学教授）、副座長・宗野隆俊（滋賀大学教授）ほか 2 名）
「上越市地域協議会の一層の活性化に向けた検証結果























































20）中郷区の中郷区まちづくり振興会（2005 年 3 月設立）、


















23）大潟区出身の市議も 2 人いるが、三和区出身は 1 人、
安塚区や大島区についてはゼロである（市議の選挙区
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事業のために、合併前上越市のくくりで配分されてい
た地域事業費の執行率が、『13 区』のそれをはるかに
超えて突出してしまったのである。さらに合併前上
越市の区域の地域事業費は、2012 年度の予算編成で、
当初の配分枠（約 288 億円）を超えることが確実となっ
た」と記されている（p. 35）。
27）石平（2010）では「現在も、旧町村の 13 区には、区
が行う地域事業のほかに、『○○区地域振興事業』と
いう名称で、『夏まつり』など各区の住民自治組織が
自主的に行っている事業に補助する制度がある。これ
には毎年 4,500 万円程の予算が付けられている」とい
う記述がある（p. 155）。なお、同書ではそうした財
源と地域活動支援事業の財源を「一緒にして拡充する
とともに名目を変え、一括・無条件で交付するという
区への『移転財源』へと進化させ、区の自主自律的な
地域経営の原資として恒久化する方向性が必要かつ重
要だと思える」と課題提起されている（p. 155）。
【参考文献】
石平春彦（2010）『都市内分権の動態と展望―民主的正統
性の視点から―』公人の友社。
池田浩（2011）「上越市における地域協議会の実際と可能性」
（西村茂・自治体問題研究所編『住民がつくる地域自治
組織・コミュニティ』自治体研究社）。
今井照（2003）「市町村合併に伴う選挙区制度設置と自治
体内自治組織論」（日本地方自治学会編『自治制度の再
編戦略―市町村合併の先に見えてくるもの―』敬文堂）。
今井照（2013）「平成の大合併と地方自治」（日本村落研究
学会企画『検証・平成の大合併と農山村』農山漁村文化
協会）。
岩手県市町村合併推進審議会（2008）「合併市町村におけ
る合併効果の検証及び合併協議会設置の勧告のあり方に
関する答申」。
大森彌（2008）『変化に挑戦する自治体―希望の自治体行
政学―』第一法規株式会社。
岡田知弘（2006）「地域づくりと地域自治組織」（岡田知弘・
石崎誠也編著『地域自治組織と住民自治』自治体研究社）。
熊本県（2008）「合併効果の検証結果について」。
桒田但馬（2009）「『平成の大合併』と人口小規模自治体―
合併効果の検証に関する問題提起―」（『地域経済学研究』
第 19 号、日本地域経済学会）。
桒田但馬（2015）「合併自治体における住民自治の強化と
その課題整理―小規模合併自治体と住民自治組織等の関
係を中心に―」（『地域経済学研究』第 30 号、日本地域
経済学会）。
後藤・安田記念東京都市研究所編（2013）「平成の市町村
合併―その影響に関する総合的研究―」。
埼玉県（2011）「埼玉県の市町村合併―『平成の大合併』
の現状と課題―」。
櫻井常矢・加藤哲夫（2011）「地域再生とコミュニティ・
ガバナンス」（山田晴義・コミュニティ自立研究会編『地
域コミュニティの再生と協働のまちづくり』河北新報出
版センター）。
佐藤康行（2013）「平成の大合併と農山村の変貌」（日本村
落研究学会企画・『検証・平成の大合併と農山村』農山
漁村文化協会）。
市町村の合併に関する研究会（2006）「市町村合併による
効果について」。
市町村の合併に関する研究会（2007）「新しいまちづくり
を目指して―合併市町村の取組の実態」。
市町村の合併に関する研究会（2008）「『平成の合併』の評
価・検証・分析」。
上越市ホームページ・地域自治区の仕組み（http://www.
city.joetsu.niigata.jp/soshiki/jichi-chiiki/jitiku-sikumi.
html）。
上越市各地域協議会会議録・会議資料。
上越市財政計画。
上越市（2007）「新しい自治体づくりへの挑戦―共生都市
上越　合併の記録―」。
上越市における都市内分権及び住民自治に関する研究会
（2007）「上越市における都市内分権及び住民自治に関す
る調査研究報告書」。
上越市地域協議会検証会議（2014）「上越市地域協議会の
一層の活性化に向けた検証結果報告書（中間報告）」。
上越市地域協議会検証会議（2015）「上越市地域協議会の
一層の活性化に向けた検証結果報告書」。
上越市・地方自治研究機構（2013）「中山間地域の活性化
方策に関する調査研究報告書」。
総務省（2010）「『平成の合併』について」。
道州制と町村に関する研究会（全国町村会）（2008）「『平
成の合併』をめぐる実態と評価」。
道州制と町村に関する研究会（全国町村会）（2010）「『平
成の合併』の終わりと町村のこれから―『道州制と町村
に関する研究会』報告書―」。
中川幾郎編（2011）『コミュニティ再生のための地域自治
のしくみと実践』学芸出版社。
長崎県（2010）「『長崎県合併効果等研究会』報告書」。
奈良県（2008）「合併効果と課題」。
新潟県（2011）「新潟県『市町村合併の中間評価』―現時
点で把握される市町村合併の効果や課題―」。
西尾勝（2013）『自治・分権再考』ぎょうせい。
西村茂・自治体問題研究所編（2011）『住民がつくる地域
自治組織・コミュニティ』自治体研究社。
牧田実（2013）「地域協議会の担い手は誰か―アンケート
調査から―」（山崎仁朗・宗野隆俊編著『地域自治の最
前線―新潟県上越市の挑戦―』ナカニシヤ出版）。
宮入興一（2006）「『平成の大合併』と地域内分権・自治へ
の模索―上越市における『準公選制』の地域協議会と地
域自治組織の再構築の試み―」（愛知大学中部地方産業
研究所『年報・中部の経済と社会 2005 年版』）。
山崎仁朗・宗野隆俊編著（2013）『地域自治の最前線―新
潟県上越市の挑戦―』ナカニシヤ出版。
山崎仁朗編著（2014）『日本コミュニティ政策の検証―自
治体内分権と地域自治へ向けて―』東信堂。
